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総務省で示した対象会計を結城市の会計に置き換えると、次の図のようになります。 

 

※ 実質公債費比率は、公営事業会計のほか、一部事務組合等が負担する公債費を含めた額で、結城市の

一般会計等が負担しなければならない額を対象とします。 

※ 将来負担比率は、公営事業会計や一部事務組合等のほか、土地開発公社や土地区画整理組合等を含

めた将来負担すべき額で、結城市の一般会計等が負担しなければならない額を対象とします。 

※ 資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定し、結城市では５つの会計が対象となります。 
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◆実質公債費比率 

 

地方公共団体の一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である公債費や公債費

に準ずる経費を、その団体の標準財政規模で除したもの（但し、分子・分母双方から元利償還金等に係る基準

財政需要額算入額（普通交付税算入額）を差し引く）の３カ年の平均値で指標化し、資金繰りの危険度を示す

指標です。 

 

 実質公債費比率 

（各年度） 
＝ 

公債費及び公債費に準ずる額 － 特定財源 － 普通交付税算入額  

標準財政規模  －  普通交付税算入額  

   ※特定財源とは、公債費に充当した貸付金元利収入や公営住宅使用料、都市計画税等をいいます。 

 

 ・事業費補正により基準財政需要額算入された公債費  

※普通交付税算入額とは、  ・災害復旧費等（公債費）に係る基準財政需要額       をいいます。 

・密度補正により基準財政需要額に算入された公債費   

 

分子の計算                                                    （単位：千円） 

項 目 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度→６年度 増減

①公債費の元利償還金の額 1,473,933 1,625,588 1,656,224 30,636

②積立不足額を考慮して算定した額 0 0 0 0

③満期一括償還の元金償還金 0 0 0 0

④公営企業の公債費に要する繰入金 575,358 510,032 453,740 △ 56,292

⑤一部事務組合等の公債費負担金等 98,463 101,143 90,497 △ 10,646

⑥公債費に準ずる債務負担行為 116,802 90,186 6,365 △ 83,821

⑦一時借入金利子 0 0 0 0

公債費等額（①～⑦の計）Ａ 2,264,556 2,326,949 2,206,826 △ 120,123

⑧特定財源 286,044 311,040 319,793 8,753

⑨普通交付税算入額 1,193,637 1,167,619 1,115,134 △ 52,485

分子 計（Ａ－⑧－⑨） 784,875 848,290 771,899 △ 76,391
 

分母の計算                                                    （単位：千円） 

項 目 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度→６年度 増減

⑩標準財政規模 11,108,524 11,238,872 11,486,933 248,061

⑨普通交付税算入額 1,193,637 1,167,619 1,115,134 △ 52,485

分母 計（⑩－⑨） 9,914,887 10,071,253 10,371,799 300,546
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◆将来負担比率 

 

地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債にあたる額（将来負担額）

から、この負債の償還に充てることができる基金等を控除の上、その団体の標準財政規模で除したもの（但し、

分子・分母双方から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（普通交付税算入額）を差し引く）で指標化

し、将来の財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標です。 

なお、将来負担額には、地方債残高、債務負担行為に基づく支出予定額、公営企業会計の公債費に対す

る繰入見込額、退職手当負担見込額、加入している一部事務組合の債務に対する負担見込額等が含まれま

す。 

 

 

 

 

※普通交付税算入額Ｄは、実質公債費比率で求めた数値を用います。 

 

分子の計算                                                    （単位：千円） 

項 目 ６年度 ５年度 増減額

①地方債の現在高 14,541,201 14,992,875 △ 451,674

②債務負担行為に基づく支出予定額 31,822 38,186 △ 6,364

③公営企業債等繰入見込額 4,505,141 4,644,436 △ 139,295

④組合等負担等見込額 1,541,806 1,130,958 410,848

⑤退職手当負担見込額 2,618,769 2,640,369 △ 21,600

⑥設立法人の負債額等負担見込額 0 0 0

⑦連結実質赤字額 0 0 0

⑧組合等実質赤字負担見込額 0 0 0

将来負担額 Ａ（①～⑧の計） 23,238,739 23,446,824 △ 208,085

⑨充当可能基金 5,307,825 5,790,499 △ 482,674

⑩充当可能特定歳入 2,226,557 2,145,657 80,900

⑪基準財政需要額算入見込額 12,464,424 12,608,983 △ 144,559

充当可能財源等 Ｂ（⑨～⑪の計） 19,998,806 20,545,139 △ 546,333

分子 計（Ａ－Ｂ） 3,239,933 2,901,685 338,248
 

 

分母の計算                                                    （単位：千円） 

項 目 ６年度 ５年度 増減額

⑫標準財政規模 Ｃ 11,486,933 11,238,872 248,061

⑬普通交付税算入額 Ｄ 1,115,134 1,167,619 △ 52,485

分母 計（Ｃ－Ｄ） 10,371,799 10,071,253 300,546
 

 将来負担比率 ＝ 

将 来 負 担 額 Ａ －  充 当 可 能 財 源 等 Ｂ 

標準財政規模 Ｃ －  普通交付税算入額 Ｄ 






